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1 フレイザーは EU のフェミニズムの流れは再分配だけではなく承認・参加も含む三分野を包括していると
する。再分配はジェンダーに敏感な社会福祉保護を超国家的に行い、承認では再分配政策を欧州の文化的
多様性の認識に基づいた政策と統合し、参加では平等性を提供することができない枠組みのあり方自体を
再構築する可能性があるとする（Fraser 2007: 31-32）。 






















（European Social Fund: ESF）と欧州農業指導保証基金（European Agricultural Guidance and 
Guarantee Fund: EAGGF）が設立された。英国・アイルランド・デンマークの加盟に伴い、1975
年には欧州地域開発基金（European Regional Development Fund: ERDF）が設立された。ESF は
雇用に関連した基金、ERDF は地域間格差の縮小と地域経済開発を促進することで共同体の結
束を強化することを目指す。更にギリシャ・スペイン・ポルトガルが 1980 年代に加盟したこと
で、一層 EC 内の低開発国への対応が必要となった。 
構造基金は 1986 年の単一欧州議定書（1987 年発効）に付随する政策として、域内格差を是
正する構造的な目的の基金として再編成された。1989-1993 年に第一期構造基金プログラムが、
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1994-2003 年に第二期構造基金プログラム、2000-2006 は第三期、2007-2013 年は第四期プログ
ラムが実施された（辻 2003）。1994 年には結束基金の創設により、加盟国間の経済的収斂を促
進し、欧州通貨統合（Economic and Monetary Union: EMU）への礎を築くと期待された。2004
年には東欧諸国の加盟と共に、構造基金の対象が更に広がった。2007-2013 年の目標は、収斂・
競争と雇用・地域間協力を掲げている。構造基金を利用できる地域や対象者は、GDP が EU の
平均の 75%以下である低開発地域・衰退する農村地域・教育や雇用の特別な必要性がある人と
される。 
表１は EU の地域政策予算と構造基金・結束基金の予算を示したものである。EU の地域政策
はしばしば形態が変更され、各期で予算細目構成の行い方が異なることもあり複雑だが、大ま




 地域政策予算 地域政策主要基金 
構造基金 結束基金 
第三期 2000-2006 年 375,000 百万ユーロ 195,000 百万ユーロ
（1999 年価格） 
180,000 百万ユーロ 
第四期 2007-2013 年 348,000 百万ユーロ 
（EU 全体予算の 35%）
278,000 百万ユーロ 70,000 百万ユーロ 
第五期 2014-2020 年 367,000 百万ユーロ* 
（EU 全体予算の 32%）
267,300 百万ユーロ 68,700 百万ユーロ 
出所：第三期（久保 2007: 48）、第四期 http://europa.eu/legislation_summaries/glossary/structural_cohesion_fund_ 
en.htm、第五期（Europolitics 2011, p. 4）。 
* これには従来の構造基金には含まれない交通・エネルギー・通信インフラストラクチャーの基金が組み


























州経済共同体（European Economic Community: EEC）と欧州原子力共同体（European Atomic 
Energy Community: EURATOM）の設立を定めたいわゆるローマ条約では 119 条において、同一
労働・同一価値労働に対して男女労働者の同一賃金原則が適用されると規定した。1967 年欧州
共同体（European Community: EC）に統合後も、1975 年の男女同一賃金指令で同一価値労働の
同一賃金を規定した。 
EEC や EC 条約上に定められた派生的立法である諸指令に注目して、柴山・中曽根は男女均
等待遇原則は二つの発展段階に分けられるとする。第一段階は EEC 条約に基く諸指令の成立、
第二段階は 1990年以降EC条約に基いて成立した諸指令による。EEC条約に基く諸指令には「同
一賃金」（1975 年）、「雇用職業」｛1976 年｝、「社会保障」（1979 年）、「職域社会保障制度」「自
営業（含農業）」（1986 年）、「妊娠出産労働者の安全と健康」（1992 年）がある。EC 条約に基
いて成立した諸指令としては、「労働時間編成」（1993 年）、「育児両親休暇」「改正職域社会保
障制度」（1996 年）、「性差別訴訟における挙証責任」（1997 年）、「パートタイム労働」（1997 年）、
「改正労働時間編成」「改正雇用職業」（2002 年）がある（柴山恵美子・中曽根 2004：132）。 
こうした男女均等待遇原則を中心とする個別のジェンダー施策に加えて、1990 年代後半には
ジェンダー主流化がもう一つのアプローチとして加わった。それ以降、ジェンダーに特化した











べきである」（第 292 段落）というものである。3 このように「北京行動綱領」は全ての政策過
程にジェンダーの視点を極めて明確に組み込むものであり、これを機にジェンダー主流化のア
プローチは国際的に拡がった。 















あらゆる分野で導入されることを可能にした。重要な制度化はその後も続き、2000 年 3 月欧州
理事会では、後にリスボン戦略と呼ばれるようになった目標を設定した。経済・社会政策に関
                                                                 
3 日本政府の男女共同参画局による訳（http://www.gender.go.jp/kodo/chapter5.html）。 









いては雇用分野で 2010 年までに全体の就業率を 7 割に、女性については 6 割に引き上げるとし
た。後に 2005 年までの中期目標がストックホルム会議（2001 年）で追加され、全体は 67%、
女性は 57%とされた。同会議では 55-65 歳の男女の就業率を 50%として設定した（Group of 
Experts on Gender, Social Inclusion and Employment: 28）。4 
また、2000 年には「2001-2005 年ジェンダー平等の戦略枠組み」として、不平等の撤廃とジェ
ンダー平等の推進のために EU の全ての活動でジェンダー主流化を行う枠組みを設立した。こ











 構造基金についての報告書は 1996 年については、ジェンダーで区別できる統計データを揃え
る点だけが触れられている（Committee on Regional Policy 1998）。しかし欧州委員会の 2001 年
                                                                 
4 実際のところ EU 内の就労率の上昇は主に女性の就労率の上昇からきている。就労率は 2000 年から 2007
年までに 1.9 ポイント上昇した。うち男性就労率は 0.5 ポイントの上昇であったが、女性就労率は 3.2 ポイ
ントの上昇であった。男性就労率の上昇は失業率の減少から来るものであったが、女性就労率の上昇は実
質的な女性就労者の増加から来ていた（European Commission 2009: 19）。 
5 EQUAL Initiative は労働市場における平等を取り上げ、INTERREG は国境地域間協力を、URBAN は都市
再生事業を、LEADER は農村振興事業をそれぞれ行う。 
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報告書では、ジェンダー主流化の成果が加盟国の実際の事業レベルで数多く記されている















生活と職業の調和、3) 意思決定の同等な代表、4) ジェンダー関連の暴力の削除、5) ジェンダー
のステレオタイプの削除、6) 第三国でのジェンダー平等の推進を挙げた（COM/2006/92 final）。 
「女性憲章」で掲げた優先目標の実現に向けても「女性と男性の平等のための戦略 2010－2015
年」を策定し、2020 年までに男女（20~64 歳）共に 75%の雇用率まで引き上げることなどが含
まれた。この戦略では 1) 経済と労働市場、2) 同一賃金、3) 管理職における平等、4) ジェン
ダー関連暴力、5) EU 外でも平等を促進する、といった五つの優先行動分野を提示した。 
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法を発信していった。 
 欧州委員会はジェンダー主流化は追加的なものではなく、計画立案段階で配慮されなくては



























 更にジェンダー主流化の 4段階のチェックリストを以下のように定めた。（Group of Experts on 
Gender, Social Inclusion and Employment.2008: 28） 
1. 組織化：活動開始・組織形成、意識形成とオーナーシップ形成を行う。 








ダー平等の推進派のチーム「ジェンダー主流化実践の欧州共同体」（European Community of 



















1958 ・欧州社会基金（European Social 
Fund: ESF）と欧州農業指導保証基
金（European Agricultural Guidance 








Regional Development Fund: 
ERDF）設立 
・男女同一賃金指令  
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1987 ・「単一欧州議定書」発効   
1988 ・構造基金制度改革   




1994 ・第二期構造基金（1994-1999 年）   





























2007 ・第四期構造基金（2007-2013 年）   
2008   ・ジェンダー主流化
チェックリスト 
2009 ・リスボン条約発効   
2010  ・「女性憲章」採択  
2014 ・第五期構造基金（2014-2020 年）   
出所：個別のジェンダー政策・施策（柴山・中曽根 2004）、他は欧州委員会報告を参照。 
 


















































＊ 本研究は平成 22 年度専修大学研究助成の成果の一部である。 
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